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Synopsis 

 

On March 20, 2005, an earthquake of Japan Meteorological Agency (JMA) Magnitude 7.0 hit 
western part of Fukuoka prefecture, Japan. 

This earthquake caused damage to many port facilities in the earthquake-affected area, resulting 
in the damage of about 22 billion yen for public port facilities. 

 This report presents results of the field investigations on the damage to port facilities by the 
survey teams, including the authors of this report, dispatched by the relevant governmental 
organizations. 

 This report presents earthquake ground motions in port areas, and details of damage to port 
facilities, including quay walls. This report does not include analysis of earthquake damage. 
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要  旨 

 

 2005 年 3 月 20 日午前 10 時 53 分頃，福岡県西方沖を震源とする気象庁マグニチュード 7.0 の地震が

発生した．本地震によって福岡県を中心にいくつかの地点で震度６弱を計測し全壊する住家が 133 棟に

及ぶなど周辺地区に多くの被害が発生した．港湾施設は震源に近い博多港で多くの被害が発生し，主要

港湾施設の被害額は 220 億円に達した． 

 本報告は関係諸機関の協力の下に実施された港湾施設の被害調査結果を報告するものであり，主に強

震観測網によって得られた強震動に関する資料，各施設の詳細な被害状況のとりまとめ結果から構成さ

れている．なお，これらの被害報告は実地調査に基づく構造物の被害の詳細を示したものであり，構造

物の被害に関する詳細な考察（数値解析等）については今後の課題である． 

 

キーワード：地震，被害，強震動，港湾施設 
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1.まえがき 

 

2005年3月20日午前10時53分頃，福岡県の西方沖（北緯

33.739°，東経130.176°，深さ9.2km）を震源とする気象

庁マグニチュード7.0の地震が発生した．この地震で九州

地方北部の福岡県，佐賀県を中心に震度5以上の地域が広

がっており，福岡県福岡市，福岡県前原市，佐賀県みや

き町で震度6弱を記録した．一般の被害は，消防庁災害対

策本部がまとめた結果によると全壊した住家が133棟，半

壊した住家が244棟となり，多くの被害が福岡県の福岡市

に集中している． 

本地震によって港湾施設では博多港で被害が発生し，

主要港湾施設の被害額は220億円（2005年4月1日公表）に

達した．また漁港施設では玄海島の漁港等で被害が発生

し，被害額は88億円（2005年5月17日公表）に達した．空

港施設では震源から比較的近い位置に福岡空港が位置し

ていたが，被害は確認されていない． 

本報告は港湾施設の構造的な被害に関する調査結果を

中心にとりまとめたものである．調査対象には，被災施

設とともに主要な無被災施設も含まれている．ただし，

構造物の被害に関する詳細な解析結果等は含まれていな

い． 

以下には，まず対象港湾周辺部の強震観測記録を示し，

本地震の地震動の特徴を示す．次に今回の地震で被害の

大きかった博多港について埠頭ごとにその被害状況の詳

細を述べる．  

 

2.地震 

 

2.1 地震の概要 

2005年3月20日午前10時53分頃，福岡県西方沖を震源と

する地震が発生した．気象庁による地震諸元を表-2.1に

示す．気象庁による本震の震央と本震発生後24時間以内

の余震分布（ほぼ本震の震源断層に相当すると考えられ

る）を図-2.1に示す．また防災科学技術研究所のF-netに

よるメカニズム解を図-2.1（左上）に示す．これらより，

本地震は北西－南東方向の走向を有する左横ずれ断層で 

 

表-2.1 2005 年福岡県西方沖の地震の地震諸元 
発生日時 2005/03/20 10:53 
震央位置 福岡県西方沖 
震源緯度 北緯 33.739° 
震源経度 東経 130.176° 
震源深さ 9.2km 
気象庁マグニチュード 7.0（気象庁） 

 

 

図-2.1 気象庁による福岡県西方沖の地震の震央（□）

と余震分布（ドット），防災科学技術研究所の

F-netによるメカニズム解（左上）および博多港． 

 

 
図-2.2 波形インバージョンにより推定される断層面上

での最終すべり量分布1）．★は解析上仮定してい

る破壊開始点．小さい丸は気象庁による本震発

生後24時間以内の余震分布． 

 

発生した地震であると考えられる．なお，メカニズム解

とは震源断層の走向，傾斜およびすべり角を示したもの

で，図のように四象限型になっていれば横ずれ断層型で 
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図-2.3 2005年福岡県西方沖の地震によるK-NET福岡に

おける加速度波形 

 

 
図-2.4 1995年兵庫県南部地震による神戸港工事事務所

における加速度波形 

 

あることを示す．波形インバージョンにより推定される

断層面上での最終すべり量分布1）を図-2.2に示す．★は

解析上仮定している破壊開始点，小さい丸は気象庁によ

る本震発生後24時間以内の余震分布である．赤で示され

るすべり量の大きい所（2カ所）がアスペリティと目され

るところである． 

 

2.2 強震記録 

この地震が発生したとき，港湾地域強震観測網は博多

港をカバーしていなかった．しかし，防災科学技術研究

所のK-NET2）により，博多港近傍で強震記録が得られて

いる（観測点の位置は第4章の図-4.1.2に示す）．以下，

この記録について，1995年兵庫県南部地震による神戸港

工事事務所の記録3）と比較しつつ紹介する． 

今回の地震による博多港近傍のK-NET観測点における

加速度波形を図-2.3に示す．最大加速度は南北276Gal，

東西239Galとなっている．比較のため図-2.4に神戸港工

事事務所における加速度波形を示す．最大加速度はN43W

成分が501Gal，E43N成分が204Galとなっており，卓越成 

 

 
図-2.5 2005年福岡県西方沖の地震によるK-NET福岡に

おける速度波形 

 

 
図-2.6 1995年兵庫県南部地震による神戸港工事事務所

における速度波形 

 

 

図-2.7 2005年福岡県西方沖の地震によるK-NET福岡に

おける記録と1995年兵庫県南部地震による神戸

港工事事務所における記録のフーリエスペクト

ル（水平2成分のベクトル和をとりバンド幅

0.05HzのParzenウインドウを適用したもの）の比

較 
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分同士で比較すると，今回の地震による最大加速度は神

戸港工事事務所の約半分程度である． 

 今回の地震による博多港近傍のK-NET観測点における

速度波形を図-2.5に示す．最大速度は南北58cm/s，東西

32cm/sとなっている．比較のため図-2.6に神戸港工事事務

所における速度波形を示す．最大速度はN43W成分が

106cm/s，E43N成分が33cm/sとなっており，卓越成分同士

で比較すると，今回の地震による最大速度は神戸港工事

事務所の約半分程度である． 

なお，図-2.3～図-2.6において時間軸の原点はそれぞ

れの記録の記録開始時刻であり，地震発生時刻との関連

は特にない． 

 今回の地震による博多港近傍のK-NET観測点における

記録と神戸港工事事務所における記録のフーリエスペク

トル（水平2成分のベクトル和をとりバンド幅0.05Hzの

Parzenウインドウを適用したもの）の比較を図-2.7に示す．

両者のフーリエスペクトルの形状は比較的類似している

が，神戸港工事事務所における記録の方が，港湾施設に

対して特に影響を及ぼしやすい0.3-1Hzの帯域において，

振幅が2倍程度大きい． 

なお，以上の比較は原波形について実施している．神

戸港工事事務所の記録はSMAC-B2型強震計3）によって得

られており，計器特性により，数Hz以上の高周波成分が

実際よりも少ない記録になっていると考えられる．高周

波側のスペクトルレベル，および，最大加速度を比較す

る際にはこの点に留意する必要がある． 

 

3. 被害の概要 

 

3.1 一般被害 

土木施設一般の被害概要を土木学会西部支部福岡県西

方沖地震被害調査団の報告書4）を基に以下に示す． 

2005年3月20日10:53，福岡県西方沖（深さ9.2km）を震

源とするマグニチュード7.0（気象庁）の地震が発生し，

福岡県福岡市，福岡県前原市，佐賀県みやき町で震度6弱

を記録した． 

自治省消防庁の調べでは，福岡県及びその隣接県を含

めた人的被害は死者1名（福岡県），重傷者76名である．

住家被害は全壊133棟，半壊244棟，一部破損が8620棟に

上った．これらの被害状況をまとめたものを表-3.1に示

すが，本表からも分かるように被害は福岡県に集中して

いる．今回の地震被害の多くは福岡県北部の中でも，震

源地に近い玄海島（福岡市西区）で発生している．玄海

島は山岳地形の島であり，急傾斜地に建つ多くの住家が

損壊し，島民706人のうちほぼ全員が避難した．山崩れは 

表-3.1 人的・住家被害状況 
人的被害（人） 住家被害（棟） 

負傷者 
 

死者
行方不

明者
重

傷

軽

傷 
全壊 半壊 一部

破損

うち建

物火災

福岡県 1 75 994 132 243 8474 1
佐賀県 1 14  1 130
長崎県 2 1  13 1
山口県 1   1
大分県    2
合計 1 0 76 1011 133 244 8620 2

*消防庁まとめ（H17/5/12 現在） 

 

12 箇所，避難者数は地震発生翌日が最大で総数 2877 名

にのぼった．人的・住家被害状況一覧（消防庁まとめ）

を表-3.1 に示す． 

 

(1)斜面災害 

玄海島を始めとして，志賀島，能古島，糸島半島など

の広域に斜面崩壊や落石等の土砂災害が多く発生した． 

玄海島では宅地地盤や急傾斜地擁壁等の崩壊，玄海小

学校から中学校にかけての東部斜面の広域における多数

の小規模崩壊やクラック，島の周回道路の斜面崩壊など

が発生した．志賀島では弘地区の2カ所の表層崩落，黒瀬

地区の岩盤崩落，志賀海神社地区の4カ所の斜面崩壊が発

生した．特に志賀海神社地区では大規模の斜面崩壊が発

生して道路が寸断されている．その他多くの地点で落石

が発生しており，特に能古島では巨大落石が民家を直撃

している． 

 

(2)液状化現象 

博多湾の沿岸域を中心として地盤の液状化が発生し，

それによる構造物の被害が認められている．現地調査に

よると噴砂により液状化が確認された地点は埋立地に集

中しており，内陸部の沖積地盤等の自然地盤では殆ど認

められていない．液状化発生が確認された地点は埋立地

内で面的に分布するのではなく点在してみられることか

ら，今回の地震における液状化の程度はそれほど激しく

はなく，液状化発生の有無は埋立方法や埋立材の種類等

との関連性が高いと推定されている． 

 

(3)道路・橋梁 

道路施設の被害は，国道については歩道隆起等の破損，

舗装のクラック発生等の軽微なものが殆どであったが，

県道・市道では落石・倒木や路面の亀裂等によって全面

通行止めとなるなどの被害が発生している．また県道志
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賀島循環線では東区志賀島地区におけるのり面崩壊が発

生し長期間通行が不能となる被害が発生した． 

橋梁施設は建物等の構造物と比較して被害は全体的に

軽微なものが多かった．代表的な被害は支承部の損傷，

舗装部のクラック，伸縮継手のずれなどであるが，いず

れも応急復旧を経て走行性には支障の無い程度のもので

あった． 

 

(4)ライフライン施設 

鉄道・上下水道・電力・ガス・通信等のライフライン

施設の被害については，機関ごとに地震発生直後，直ち

に災害対策本部，非常災害体制，総合非常体制などが発

令され，通行止め，運行停止などの処置がとられると同

時に緊急点検が行われた．いくつかの施設で被害が発生

したものの殆どは軽微なもので，点検後安全が確認され

た箇所ごとに順次規制が解除され，同日夕方ごろまでに

は大半のライフライン施設の機能がほぼ平常通りに回復

した． 

 

3.2 港湾・空港の被害 

今回の地震による被害は福岡市沿岸部を中心に広範囲

に広がっている．図-2.1に震源ならびに九州北部の重要

港湾の位置を示す．地震発生後直ちに各所轄の事務所に

より施設点検が実施され，博多港が被災していること，

ならびに，他の直轄施設が無被災であったことが確認さ

れた．博多港の被災は港湾施設全域にわたっており，61

の国有港湾施設のうち38箇所で被害が確認され，市の港

湾施設も90施設以上で被害が確認されている．主要港湾

施設の被害額は220億円（2005年4月1日公表）と算定され

ている． 

漁港関連では，福岡県，佐賀県，長崎県の99箇所で漁

港岸壁の陥没・亀裂，漁業用施設の破損，鮮魚市場で床

面の波打ちの被害等が確認されており，被害額は88億円

（2005年5月17日公表）と算定されている． 

 

表-3.2 被害の無かった主な港湾・空港施設 

事務所名 施  設 

北九州港湾・空港整備事務

所 
北九州空港・新門司沖土砂処分

場 
博多港湾・空港整備事務所 博多空港 

長崎空港 
郷ノ浦港，蟐蛾の瀬戸航路 長崎港湾・空港整備事務所 
厳原港，万関瀬戸航路 

熊本港湾・空港整備事務所 熊本空港 
別府港湾・空港整備事務所 大分空港 
関門航路事務所 関門航路 

震源から近い博多空港においては地震発生後11:00より

一時点検が開始され11:45分には点検を終了し，被害が無

いことが確認されている． 

被害の無かった主な港湾・空港施設は表-3.2 に示すと

おりである． 
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4. 博多港の被害 

 

 4.1 概要 

本地震では，博多港のある福岡市（中央区・東区）で

は最大震度6弱を観測し，博多港近傍のK-NET1）の観測点

（地表）では南北276Gal，東西239Galの記録が得られてい

る．直轄の港湾施設では博多港で被害が発生し，他の港

湾での被害は発生しなかった．博多港では，国有港湾施

設61施設のうち38施設が被災し，これらの被災施設のう

ち国が復旧を行う直轄災害復旧事業は，アイランドシテ

ィ地区，須崎埠頭地区，箱崎埠頭地区，香椎パークポー

ト地区の4地区にわたっており，復旧総額は約45億円とな

っている． 

 

 

 

 

博多港の全体平面図に被災港湾施設を記して図-4.1.1

および図-4.1.2に示す．また被災した港湾施設の一覧を

表-4.1.1および表-4.1.2に示す．各施設の設計震度も表

-4.1.1および表-4.1.2に示している．表-4.1.1および表

-4.1.2に示す施設番号は図-4.1.1および図-4.1.2に示す

施設番号と対応している．以降には，各施設について図

-4.1.1および図-4.1.2に示す地区毎に区分し，被害状況

の詳細を述べる． 

 

 

図-4.1.1 博多港全体平面図① 
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図-4.1.2 博多港全体平面図② 
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表-4.1.1 被害港湾施設一覧 
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表-4.1.2 被害港湾施設一覧 
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  4.2 須崎埠頭 

須崎埠頭は博多港の南部に位置する埠頭である．須崎

埠頭の平面図を図-4.2.1に示す． 

 

(1) 須崎埠頭東側－11m桟橋 

被災した-11m桟橋（全長553.2m）は須崎埠頭の東側に

位置する桟橋で，九州最大の穀物基地となっており，年

間100万トンの取扱量がある．こうした中，穀物運搬船に

ついては，スケールメリットを活かした大量一括輸送に

より輸送コストを削減するため船舶の大型化が進んでい

るが，須崎埠頭については水深が11mしかないことから喫

水調整して接岸している．また，同埠頭は完成してから

既に37年が経過し老朽化が進んでいたこともあり，平成

16年度より5期計画で増深（11m→12m）などを目的とし

た改修工事に着手していた． 

本施設の全景を写真-4.2.1に，標準断面図を図-4.2.2

に，被災・復旧平面図を図-4.2.3に，被災・復旧縦断図

を図-4.2.4に，被災・復旧横断図を図-4.2.5に，周辺地

盤の土質柱状図を図-4.2.6に，被災状況を写真-4.2.2～

写真-4.2.4にそれぞれ示す．本施設の構造形式は図

-4.2.2に示すように直杭式横桟橋であり，土留め部はL型

擁壁である．本施設の設計震度は0.10である．本施設では

図-4.2.1に示す3地点(B-1～B-3)にてボーリング調査が実

施されている．-7.5m桟橋の2地点(B-4～B-5)を併せて簡易

柱状図を図-4.2.6に示す．この図をみると，桟橋基礎部

（-11m以下）で土層がNo.1が砂質土（N値=10～30），No.2

図-4.2.1 須崎埠頭平面図 
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が礫（N値=30～50以上），No.3がシルト（Ｎ値10前後）と

ばらついていることが分かる． 

図-4.2.3および図-4.2.4から分かるように被災延長は

479.9mであり，北側の一部を除いてほぼ施設全長にわた

り被害が確認された．被災形態は図-4.2.5に示すように

土留め部のＬ型擁壁の前方への変位，ならびに土留め部

上部工と渡版の接触部における上部工側の損傷からなる．

Ｌ型擁壁の海側への変位は図-4.2.5に示す断面ではそれ

ぞれ40cmと20cmとなっており，最大では図-4.2.3に示す

ように91cmとなっている．しかし，桟橋本体に関しては，

一部で7cmの前方への変位が確認された他は目立った損

傷は確認されていない．これは，土留め部上部工と渡版

の接触部において上部工側に損傷が生じたため，Ｌ型擁

壁の変位が渡版を介して桟橋に伝達されることが無かっ

たためである．これは，土留め部上部工がある種のヒュ

ーズのような役割を果たしたと見ることもできる．1995

年兵庫県南部地震の際，神戸港の高浜桟橋において，土

留め部の海側への変位が渡版を介して桟橋本体に伝達さ

れ，桟橋の杭に損傷が生じた状況5）とは対照的である．

なお，土留め部上部工と渡版の接触部における上部工側

の損傷については写真-4.2.2および写真-4.2.4で確認す

ることができる．また，土留め部に関する詳細な調査結

果によると，図-4.2.4に示すように10カ所でL型ブロック

間の目地の開きおよび裏埋の流出が確認されており（写

真-4.2.3左参照），さらに，L型ブロック本体の貫通クラ

ックも2カ所で確認された（写真-4.2.3右参照）． 

復旧は図-4.2.3～図-4.2.5に示すように被災延長全線

に渡って渡版の撤去・復旧，上部工の撤去・復旧，アス

ファルト舗装復旧，裏埋復旧（埋戻し）が行われた．ま

た，L型ブロック間の目地の開きが見られた箇所では防砂

目地版による復旧が，L型ブロック本体の貫通クラックが

見られた箇所では鉄筋コンクリート版による復旧（図

-4.2.5下）がそれぞれ行われた． 

 

 

 

写真-4.2.1 航空写真による須崎埠頭-11m 桟橋の全景 
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図-4.2.5 須崎埠頭-11m 桟橋の被災・復旧横断図 
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図-4.2.6 須崎埠頭-11m 桟橋周辺地盤の土質柱状図 
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写真-4.2.2 須崎埠頭-11m 桟橋の被災状況① 
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写真-4.2.3 須崎埠頭-11m 桟橋の被災状況② 
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写真-4.2.4 須崎埠頭-11m 桟橋の被災状況③ 
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4.3 中央埠頭 

中央埠頭は，博多港の南部に位置しており，図-4.3.1

に示す平面図によって分かるように博多市街から北西方

向に600mほど突き出した幅350mほどの埠頭である．本埠

頭の係留施設はいずれもなんらかの被害が確認されてい

る．直轄の西側-10m岸壁・桟橋が被災を受け，北側の-5.5m

岸壁は今回の地震で最も顕著な被害を受けている．以下

に両施設について記す． 

 

(1) 中央埠頭西側－10m岸壁・桟橋 

中央埠頭西側-10ｍ岸壁・桟橋は，九州と北陸を結ぶ唯一

の定期航路である九越フェリ－「れいんぼうべる」（博多

－直江津）をはじめとする RORO 船等が寄港する海上輸

送網の拠点として極めて重要な係留施設であり，福岡県

や新潟県等の経済・産業等において重要な役割を果たし

ている． 

本施設の全景を写真-4.3.1に，標準断面図を図-4.3.2

に，被災・復旧平面図を図-4.3.3に，被災・復旧標準断

面図を図-4.3.4に，被災・復旧縦断図を図-4.3.5に，被

災状況を写真-4.3.2にそれぞれ示す．本施設は南側の約

216mの区間が桟橋，北部の約371mの区間がL型ブロック

式の岸壁である．本施設の設計震度は桟橋部が0.10，L型

ブロック部が0.05である． 

図-4.3.3と図-4.3.4から分かるように，桟橋部では桟

橋本体の被災はないが，背後のエプロン全体に沈下が生

じている．L型ブロック部では，やはりエプロン全体に沈

下が発生しているほか，エプロンの最背面にクラックな

らびに段差が発生している（写真-4.3.2）．また係船柱基

礎が7カ所で破損した．地震後の詳細な調査によると，図

-4.3.5に示すように20カ所以上でL型ブロック間の目地

の開きと裏埋の流出が生じている．本施設では法線の海

側への変位は確認されていない．ただし，図-4.3.3では

No.19付近に法線の出入りが認められるので，法線の海側

への変位がある程度生じていた可能性が考えられる． 

 復旧は，L 型ブロック間の目地の開きが見られた箇所

では防砂目地板による復旧が実施された．また，エプロ

ン全体にわたるオーバーレイと一部舗装の打換えが行わ

れた．係船柱は基礎を撤去して復旧した． 

 

(2) 中央埠頭北側－5.5m岸壁 

中央埠頭北側-5.5m岸壁は，中央埠頭の北側に位置する

全長373m，L型ブロック式の岸壁である．本施設の設計震

度は0.05である．本施設の全景を写真-4.3.3に，標準断面

図を図-4.3.6に，被災状況図を図-4.3.7に，水中部調査

結果を表-4.3.2および表-4.3.3に，被災状況断面図を図

-4.3.8に，ボーリング柱状図を図-4.3.9および図-4.3.10

に，液状化発生状況を写真-4.3.4に，沈下量測定状況を

写真-4.3.5～写真-4.3.15に，沈下量測定結果を表-4.3.1

にそれぞれ示す． 

本施設は，構造的には比較的一様であるにも関わらず，

被災程度が岸壁法線に沿って大きく変動していることが，

本施設の被害の大きな特徴である．最も被災程度が大き

いのは岸壁の南西端から 124m ほどのところであり，そ

こでは岸壁法線の海側への変位量は約160cmとなってい

る．また，エプロンの沈下量もほぼ同じ位置で最大値を

示しており，そこでの沈下量は 130cm 程度となっている

（表-4.3.1）．本施設の被災程度が岸壁法線に沿って大き

く変動していることは写真-4.3.5～写真-4.3.15 でも確

認することができる．上部工とエプロン部の段差は全区

間にわたって生じている．本施設では L 型ブロック間の

目地開きに着目した水中における詳細な調査が行われて

おり，その結果が表-4.3.2, 表-4.3.3 にまとめられてい

る．この結果から分かるように，30mm 以上の目地の開

きは岸壁全体に確認されており，裏埋の流出（吸い出し）

は南西部・北東部の岸壁端部を中心に 40 カ所以上で発生

している． 

本施設の背後地盤では，被災後の調査で，明瞭な液状

化の痕跡が確認されている（写真-4.3.4）．本施設では，

被災後にボーリング調査が実施されている．調査位置は

図-4.3.1 に記している．図-4.3.8 に地層推定断面図，図

-4.3.9，図-4.3.10 にボーリング柱状図を示す．これら

の結果から，本施設の背後地盤は比較的緩い（Ｎ値=2～

7）砂質土を主体としていたことがわかる． 
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図-4.3.1 中央埠頭平面図 
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写真-4.3.1 航空写真による中央埠頭西側-10m 岸壁・桟橋の全景 
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図-4.3.2 中央埠頭西側-10m 岸壁・桟橋の標準断面図（L 型と桟橋） 
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図-4.3.4 中央埠頭西側-10m 岸壁・桟橋の被災・復旧標準断面図 
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写真-4.3.2 中央埠頭西側-10m 岸壁・桟橋の被災状況 
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表-4.3.1 中央埠頭北側-5.5m 岸壁のエプロン沈下量 

エプロン沈下量(cm) 起点からの

距離(m) 海側 中間 陸側 
0 0 15 7 
40 19 60 35 
84 35 92 56 

124 42 132 75 
164 13 42 39 
204 0 14 10 
244 0 7 11 
284 0 9 12 
324 0 15 15 
364 0 20 23 
373 0 31 31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-4.3.4 中央埠頭北側-5.5m 岸壁の背後における液

状化発生状況 

 

 

写真-4.3.3 中央埠頭北側-5.5m 岸壁の全景 
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図-4.3.6 中央埠頭北側-5.5m 岸壁の標準断面図 
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表-4.3.2 中央埠頭北側-5.5m 岸壁の水中部調査結果① 

L 塊 護 岸  

目地番号 被災ランク   目地番号 被災ランク 備考 

1 A × 41 B ○ 

2 A × 42 B ○ 

3 A × 43 B ○ 

4 B × 44 A ○ 

5 A × 45 A ○ 

6 B × 46 A ○ 

7 B × 47 B ○ 

8 A ○ 48 B ○ 

9 A × 49 B ○ 

10 B × 50 A ○ 

11 A × 51 B ○ 

12 A ○ 52 A ○ 

13 A ○ 53 B ○ 

14 A × 54 B ○ 

15 A ○ 55 B ○ 

16 A × 56 B ○ 

17 B × 57 A ○ 

18 A × 58 A ○ 

19 B × 59 B ○ 

20 A × 60 B ○ 

21 A ○ 61 B ○ 

22 A ○ 62 B ○ 

23 B ○ 63 B × 

24 B ○ 64 B ○ 

25 A × 65 B ○ 

26 A ○ 66 A ○ 

27 A ○ 67 B ○ 

28 B ○ 68 B × 

29 A ○ 69 A ○ 

30 A ○ 70 B × 

31 A ○ 71 A ○ 

32 A ○ 72 A ○ 

33 A ○ 73 B ○ 

34 B ○ 74 B ○ 

35 B ○ 75 B ○ 

36 B ○ 76 B ○ 

37 B ○ 77 A ○ 

38 B ○ 78 B ○ 

39 B ○ 79 B ○ 

40 A ○ 80 B ○ 

調査位置図 
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表-4.3.3 中央埠頭北側-5.5m 岸壁の水中部調査結果② 

L 塊 護 岸  

目地番号 被災ランク   目地番号 被災ランク 備考 

81 B ○ 121 B ○ 
82 A ○ 122 B ○ 
83 B ○ 123 B × 
84 B × 124 A × 
85 A × 125 A × 
86 B ○ 126 B × 
87 B ○ 127 B × 
88 A ○ 128 A × 
89 B ○    
90 A ○    
91 B ○    
92 B ○    
93 B ○    
94 B ○    
95 B ○    
96 A ○    
97 B ○    
98 B ×    
99 B ○    
100 A ×    
101 B ○    
102 B ○    
103 A ○    
104 B ×    
105 A ○    
106 B ○    
107 A ×    
108 A ×    
109 A ○    
110 B ○    
111 A ×    
112 B ○    
113 B ×    
114 B ○    
115 B ×    
116 B ○    
117 A ○    
118 B ×    
119 B ×    
120 B ×    

調査位置図 
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図-4.3.9 中央埠頭北側-5.5m 岸壁のボーリング柱状図① 
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図-4.3.10 中央埠頭北側-5.5m 岸壁のボーリング柱状図② 
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起点からの距離 0m 

 

 

写真-4.3.5 沈下量測定状況（0m） 

 

起点からの距離 40m 

 

 

写真-4.3.6 沈下量測定状況（40m） 

起点からの距離 84m 

 

 
 

写真-4.3.7 沈下量測定状況（84m） 

 

起点からの距離 124m 

 

 
 

写真-4.3.8 沈下量測定状況（124m） 
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起点からの距離 164m 

 

 
写真-4.3.9 沈下量測定状況（164m） 

 

起点からの距離 204m 

 

 
写真-4.3.10 沈下量測定状況（204m） 

 

 

起点からの距離 244m 

 

 
写真-4.3.11 沈下量測定状況（244m） 

 

起点からの距離 284m 

 

 
写真-4.3.12 沈下量測定状況（284m） 
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起点からの距離 324m 

 

 
写真-4.3.13 沈下量測定状況（324m） 

 

起点からの距離 364m 

 

 
写真-4.3.14 沈下量測定状況（364m） 

 

 

起点からの距離 373m 

 

 
写真-4.3.15 沈下量測定状況（373m） 
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4.4 箱崎埠頭 

箱崎埠頭は博多港の中央部に位置している．図-4.4.1

に箱崎埠頭の平面図を示す．箱崎埠頭の南側に位置する

-10m岸壁は，直轄で施工し港湾管理者に管理委託してい

る施設で，福岡都市圏の青果を扱う青果埠頭となってい

る．また隣接する箱崎埠頭-12m岸壁と一体となって運用

されRORO船が寄港している．西側には-7.5m岸壁が位置

している．以下にそれらの岸壁について被害状況を示す． 

 

(1) 箱崎埠頭－10m岸壁 

箱崎埠頭-10m岸壁の全景を写真-4.4.1に，被災・復旧

平面図を図-4.4.2に，被災・復旧縦断図を図-4.4.3に，

被災・復旧標準断面図を図-4.4.4に，被災状況を写真

-4.4.3にそれぞれ示す．本施設は図-4.4.4に示すように

重力式（セルラーブロック）の岸壁である．本施設の設

計震度は0.05である． 

 本施設では図-4.4.2 および図-4.4.4 に示すように法

線の海側への変位が生じており，その大きさは岸壁中央

部付近で最も大きく，最大 44cm である（写真-4.4.3）．

また，上部工には沈下が生じており，その大きさは最大

11cm である．これらに伴い，上部工－エプロン間に目地

開きが生じており，その大きさは最大 20cm となってい

る（写真-4.4.3）．また，エプロン部には沈下が生じてお

り，その大きさは最大 28cm である．エプロン部は広い

範囲で舗装下面の空洞化が確認されている（図-4.4.2）． 

 

(2) 箱崎埠頭-12m岸壁 

箱崎埠頭-12m岸壁の全景を写真-4.4.2に，被災・復旧

平面図を図-4.4.5に，被災・復旧縦断図を図-4.4.6に，

被災・復旧標準断面図を図-4.4.7に，被災状況を写真

-4.4.4および写真-4.4.5にそれぞれ示す．本施設はセル

ラーブロックの上にL型ブロックを乗せた重力式岸壁で

ある．本施設の設計震度は0.05である． 

本施設では，西側の取り付け部を除けば，岸壁法線の

変位は確認されていない．主な被害はエプロン舗装下の

空洞化で，最大空洞深さは約27cmである．西側の取り付

け部では図-4.4.5および図-4.4.7に示すように法線の海

側への変位が生じており，その大きさは最大9cmである．

これに伴い，上部工－エプロン間に目地開きが生じてお

り，その大きさは最大5cmとなっている．エプロン部には

沈下が生じており，その大きさは最大27cmである．また，

L型ブロック間の目地の開きと裏埋の流出が13カ所で確

認されている． 

 

 

(3) 箱崎埠頭－7.5m岸壁 

箱崎埠頭-7.5m 岸壁の全景を写真-4.4.6 に，被災状況

断面図を図-4.4.8 に，被災状況平面図を図-4.4.9 に，被

災状況詳細平面図を図-4.4.10～図-4.4.12 に，被災状況

を写真-4.4.7 に，ボーリング柱状図を図-4.4.13 および

図-4.4.14 に，復旧後標準断面図を図-4.4.15 および図

-4.4.16 にそれぞれ示す．図-4.4.8 には A-A，B-B，C-C

の 3 通りの断面を示しているが，このうち B-B 断面が図

-4.4.10 に示すように本施設の大半を占める．すなわち，

本施設の大半は控え杭を有する矢板式岸壁であり，南側

の取り付け部が重力式（L 型ブロック）となっている．

本施設の設計震度は 0.05 である． 

矢板部に生じた被害は，矢板の傾斜とそれに伴う法線

の海側への変位（図-4.4.8），エプロンの段差・クラック

等である．段差・クラックの発生状況は写真-4.4.7で確

認することができる．図-4.4.9の被災状況平面図に示す

ように，エプロンのクラックは測線2と3の間（法線から

約15m陸側）に全線にわたって法線と平行に発生している．

この位置はちょうど控え杭の位置にあたる（図-4.4.8の

B-B断面）．従って，ここで生じている被害は，控えの海

側への移動と，それに伴う岸壁法線の海側への移動とい

う，矢板式岸壁の典型的な被害6）であると考えられる．

岸壁法線の移動量は南側で大きくなっており，最大で約

58cmとなっている．また，岸壁法線の移動量が最大とな

っている箇所ではエプロンに43cmの段差が生じている．

取り付け部（L型ブロック）では，L型ブロックの海側へ

の移動とそれに伴うエプロンの沈下が生じている（図

-4.4.8）．写真-4.4.7から分かるように本施設のエプロン

部では液状化の痕跡（噴砂）が確認されている．既往の

土質調査結果（図-4.4.13，図-4.4.14参照）から，裏埋

め土はN値10前後の礫混じり砂，基礎部はN値2～10程度

の砂質土を主体とし，部分的に軟弱な粘性土を挟む土層

であることが伺える． 

復旧工について，図-4.4.15，図-4.4.16 の復旧後標準

断面図（A-A，B-B，C-C）に示す．Ｌ型ブロック部では

前面に新たに矢板を打設し，既設の L 型ブロックとの中

間部に水中コンクリートを打設して一体化させ，埋立土

に対しては液状化対策を実施することとしている．矢板

部では，L 型ブロック部と同様，前面に新たに矢板の打

設を行い，控え杭を新設して接合することとしている． 
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図-4.4.1 箱崎埠頭平面図 
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写真-4.4.1 箱崎埠頭-10m 岸壁の全景 

 

写真-4.4.2 箱崎埠頭-12m 岸壁の全景 
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写真-4.4.3 箱崎埠頭-10m 岸壁の被災状況 
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写真-4.4.4 箱崎埠頭-12m 岸壁の被災状況① 
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写真-4.4.5 箱崎埠頭-12m 岸壁の被災状況② 
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写真-4.4.6 箱崎埠頭-7.5m 岸壁の全景 
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図-4.4.8 箱崎埠頭-7.5m 岸壁の被災状況断面図（B-B 断面が大半を占める） 
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写真-4.4.7 箱崎埠頭-7.5m 岸壁の被災状況 
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図-4.4.13 箱崎埠頭-7.5m 岸壁のボーリング柱状図①（位置は図-4.3.1参照） 
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図-4.4.14 箱崎埠頭-7.5m 岸壁のボーリング柱状図②（位置は図-4.3.1参照） 
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4.5 香椎パークポート 

香椎パークポート地区は博多港の北側に位置する地区

である．本地区の平面図を図-4.5.1に示す．本地区は箱

崎埠頭と隣接しており，南側で香椎かもめ大橋によって

接続されている．以下においては本地区で被害が確認さ

れている-11m岸壁，-13m桟橋，-7.5m岸壁，北-7.5m岸壁に

ついて記載する． 

 

(1) 香椎パークポート地区-11m岸壁 

香椎パークポート地区外内貿ターミナルの岸壁（-11m）

は直轄港湾改修事業で施工し，港湾管理者である福岡市

に管理委託されている施設である．本ターミナルは定期

RORO船が年間約40隻寄港しており，背後には多様な機能

を持った民間の倉庫等が集積し，福岡県内の経済・産業

等において重要な役割を果たしている．本施設の全景を

写真-4.5.1に，標準断面図を図-4.5.2に，被災・復旧平

面図を図-4.5.3に，被災・復旧標準断面図を図-4.5.4に，

ボーリング調査結果を図-4.5.5および図-4.5.6に，被災

状況を写真-4.5.2にそれぞれ示す．本施設の構造形式は

図-4.5.2に示すように重力式（ハイブリッドケーソン）

である．本施設の設計震度は0.05である． 

 本施設では，ケーソンの海側への変位が生じ，これに

伴い，ケーソンと裏込の境界部付近に岸壁全長にわたり

岸壁法線と平行に段差・クラックが発生している（図

-4.5.3）．段差・クラックの発生状況は写真-4.5.2（左上）

でも確認することができる．段差の大きさは最大 7cm，

クラックの幅は最大 9cm である．ケーソンの変位による

法線の最大出入り量は 14cm，上部工の沈下量は最大

10.7cm，エプロンの沈下量は最大 22.4cm となっている． 

本岸壁では被災後にボーリング調査が実施されている．

調査結果を図-4.5.5 および図-4.5.6 に示すが，本結果か

ら本岸壁の裏埋め土は N 値 7 前後の砂であり，基礎部は

緩い（N 値 2～6 程度）砂～シルト質粘土であることがわ

かる． 

 

(2) 香椎パークポート地区－13m桟橋 

香椎パークポート地区外貿コンテナターミナルは取扱

貨物量の増加，コンテナ化等に対応するため水深-13mの

桟橋を2バース有する埠頭である．本ターミナルは直轄港

湾改修事業で整備され，港湾管理者である福岡市に管理

委託されている施設である．現在本ターミナルにおいて

は北米西岸，欧州，中国航路等の定期コンテナ航路が就

航しており，国際定期コンテナ船が寄港する博多港にお

ける国際物流ネットワークの拠点となっている．平成16

年の国際海上コンテナ貨物の取扱は約28万TEUに達して

おり，福岡及び九州の経済・産業等において重要な役割

を果たしている． 

本施設の全景を写真-4.5.3に，標準断面図を図-4.5.7

に，被災・復旧平面図を図-4.5.8に，被災・復旧断面図

を図-4.5.9に，被災状況を写真4.5.4にそれぞれ示す．本

施設の主要部分（写真-4.5.3の手前寄りでガントリーク

レーンと平行な部分）は直杭式の横桟橋であり，その断

面は図-4.5.7に示す通りである．ただし，護岸部（写真

-4.5.3の右手寄り）は重力式（直立消波ブロック）であ

り，その断面は図-4.5.9（a）示す通りである．本施設の

設計震度は0.05である． 

護岸部の被害としては，堤体に海側への変位が生じ，

これに伴い，堤体と裏込の境界部付近に，護岸法線と平

行に段差・クラックが発生している（写真-4.5.3）．段差

の大きさは最大23cm，クラックの幅は最大10cmである．

堤体の変位による法線の最大出入り量は51cm，上部工の

沈下量は最大24.6cm，エプロンの沈下量は最大36.2cmと

なっている． 

桟橋部では，法線の変位は小さくほとんど計測されて

いないが，渡版は全長にわたって破損したため撤去・復

旧が行われた． 

 

(3) 香椎パークポート地区－7.5m岸壁 

香椎パークポート地区-7.5m 岸壁は，RORO 船及び自

動車専用船が定期，不定期合わせて年間約 600 隻寄港し，

完成自動車や自動車部品等を輸送するユニット・ロー

ド・ターミナルである．本地区は都市高速道路経由で九

州自動車道路と直接結ばれており，福岡県内の経済・産

業等において重要な役割を果たしている．本施設の全景

を写真-4.5.5 に，被災状況断面図を図-4.5.10 に，被災

状況平面図を図-4.5.11 および図-4.5.12 に，復旧後平面

図を図-4.5.13 に，復旧後断面図を図-4.5.14 に，ボーリ

ング柱状図を図-4.5.15 および図-4.5.16 にそれぞれ示

す． 

本施設は図-4.5.10に示すように基礎幅 5.2mのL型ブ

ロックによる重力式岸壁である．本施設の設計震度は

0.05 である．本施設では，図-4.5.10 に示すように，L

型ブロックの前方への傾斜，ならびにエプロン部の沈下

が生じている．また舗装版下の空洞も確認されている．

図-4.5.11 および図-4.5.12 からわかるように，法線の海

側への変位は施設全体にわたって概ね 20cm 程度となっ

ており，最大 31cm となっている．エプロンの沈下量は

全体的に概ね 10cm 程度となっており最大沈下量は 20cm

である．土質調査は 2 カ所でボーリング調査が実施され

ている．図-4.5.15，図-4.5.16 のボーリング柱状図より，
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裏埋め土はやや緩い N 値 10 前後の中砂～粗砂を主体と

することがわかる． 

復旧は，図-4.5.13 および図-4.5.14 に示すように，エ

プロン部のアスファルト舗装の全面打換えを行っている． 

 

(4) 香椎パークポート地区北－7.5m岸壁 

香椎パークポート地区北-7.5m岸壁は，沖縄航路等の定

期RORO船が年間約360隻寄港し，日用品等を扱うユニッ

ト・ロード・ターミナルである．本地区は都市高速道路

経由で九州自動車道路と直接結ばれており，福岡県内の

経済・産業等において重要な役割を果たしている．本施

設の全景を写真-4.5.6に，被災状況断面図を図-4.5.17に，

被災状況平面図を図-4.5.18および図-4.5.19に，復旧後

平面図を図-4.5.20に，復旧後断面図を図-4.5.21に，ボ

ーリング柱状図を図-4.5.22および図-4.5.23にそれぞれ

示す． 

 

本施設は図-4.5.17に示すように基礎幅 5.2mのL型ブ

ロックによる重力式岸壁である．本施設の設計震度は

0.05 である．本施設では，図-4.5.17 に示すように，L

型ブロックの前方への傾斜，ならびにエプロン部の沈下

が生じている．また舗装版下の空洞も確認されている．

図-4.5.18 および図-4.5.19 からわかるように，法線の海

側への変位は施設全体にわたって概ね 20cm 程度となっ

ており，最大 34cm となっている．エプロンの沈下量は

全体的に概ね 10～20cm 程度となっており最大沈下量は

25cm である．土質調査は 2 カ所でボーリング調査が実施

されている．図-4.5.22，図-4.5.23 のボーリング柱状図

より，裏埋め土は緩い（N 値 2～10 程度）粗砂を主体と

することがわかる． 

復旧は，図-4.5.20 および図-4.5.21 に示すように，エ

プロン部のアスファルト舗装のオーバーレイを行ってい

る． 

 

 

図-4.5.1 香椎パークポート地区平面図 
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写真-4.5.1 香椎パークポート地区-11m 岸壁の全景 



 

- 74 - 

 

図
-
4
.
5
.
2
 
香
椎
パ
ー
ク
ポ
ー
ト
地
区
-
1
1
m
岸
壁
の
標
準
断

面
図

 



 

- 75 - 

  

図
-
4
.
5
.
3
 
香
椎
パ
ー
ク
ポ
ー
ト
地
区
-
1
1
m
岸
壁
の
標
災
・
復
旧
平
面
図

 



 

- 76 - 

 

図
-
4
.
5
.
4
 
香
椎
パ
ー
ク
ポ
ー
ト
地
区
-
1
1
m
岸
壁
の
被
災
・
復
旧
標
準
断
面
図

 



 

- 77 - 

 
図-4.5.5 香椎パークポート地区-11m 岸壁のボーリング調査結果①
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図-4.5.6 香椎パークポート地区-11m 岸壁のボーリング調査結果② 
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写真-4.5.2 香椎パークポート地区-11m 岸壁の被災状況 
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写真-4.5.3 香椎パークポート地区-13m 桟橋の全景 
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図-4.5.7 香椎パークポート地区-13m 桟橋の標準断面図 
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写真-4.5.4 香椎パークポート地区-13m 桟橋の被災状況（護岸部） 



 

- 87 - 

 

  

 

 

 

 

 

 

写真-4.5.5 香椎パークポート地区-7.5m 岸壁の全景 
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図-4.5.15 香椎パークポート地区-7.5m 岸壁のボーリング柱状図 No.1（位置は図-4.4.1参照） 
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図-4.5.16 香椎パークポート地区-7.5m 岸壁のボーリング柱状図 No.2（位置は図-4.4.1参照） 
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写真-4.5.6 香椎パークポート地区北-7.5m 岸壁の全景 



 

- 98 - 

 

図
-
4
.
5
.
1
7
 
香
椎
パ
ー
ク
ポ
ー
ト
地
区
北

-7
.5

m
岸
壁
の
被
災
状
況
断
面
図

 



 

- 99 - 

 

図
-
4
.
5
.
1
8
(
a
)
 
香
椎
パ
ー
ク
ポ
ー
ト
地
区
北

-7
.5

m
岸
壁
の
被
災
状
況
平
面
図
①

 



 

- 100 - 

 

図
-
4
.
5
.
1
8
(
b
)
 
香
椎
パ
ー
ク
ポ
ー
ト
地
区
北

-7
.5

m
岸
壁
の
被
災
状
況
平
面
図
②

 



 

- 101 - 

 

図
-
4
.
5
.
1
9
 
香
椎
パ
ー
ク
ポ
ー
ト
地
区
北

-7
.5

m
岸
壁
の
被
災
状
況
平
面
図
③

 



 

- 102 - 

 

図
-
4
.
5
.
2
0
(
a
)
 
香
椎
パ
ー
ク
ポ
ー
ト
地
区
北

-7
.5

m
岸
壁
の
復
旧
後
平
面
図

 



 

- 103 - 

 

図
-
4
.
5
.
2
0
(
b
)
 
香
椎
パ
ー
ク
ポ
ー
ト
地
区
北

-7
.5

m
岸
壁
の
復
旧
後
平
面
図

 



 

- 104 - 

 

図
-
4
.
5
.
2
1
 
香
椎
パ
ー
ク
ポ
ー
ト
地
区
北

-7
.5

m
岸
壁
の
復
旧
後
標
準
断
面
図

 



 

- 105 - 

 
図-4.5.22 香椎パークポート地区北-7.5m 岸壁のボーリング柱状図①（位置は図-4.4.1参照） 
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図-4.5.23 香椎パークポート地区北-7.5m 岸壁のボーリング柱状図②（位置は図-4.4.1参照） 
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4.6 アイランドシティ 

博多港アイランドシティ地区外貿コンテナターミナル

は取扱貨物量の増加，船舶の大型化，コンテナ化に対応

するため最新鋭の施設を備えた埠頭である．図-4.6.1に

本地区の平面図を示す．現在本ターミナルにおいては中

国，韓国，シンガポール等の外貿定期コンテナ航路が就

航しており，国際定期コンテナ船が寄港する国際物流ネ

ットワークの拠点となっている．平成16年の国際海上コ

ンテナ貨物の取扱は約21万TEUに達しており，福岡及び

九州の経済・産業等において重要な役割を果たしている．

以下においては本地区で被害が確認されている-14m桟橋

および-11m岸壁について記載する． 

 

(1) アイランドシティ地区－14m桟橋 

アイランドシティ地区-14m 桟橋の全景を写真-4.6.1

に，標準断面図を図-4.6.2 に，被災状況平面図を図

-4.6.3 および図-4.6.4 に，被災状況断面図を図-4.6.5

に，クレーンレールの軌間変位の計測結果を図-4.6.6 に，

復旧断面図を図-4.6.7 に，ボーリング柱状図を図-4.6.8

および図-4.6.9 にそれぞれ示す．図-4.6.2 に示すように

本施設は直杭式の横桟橋で，土留め部は L 型擁壁である．

本施設の設計震度は 0.05 である． 

本施設では，図-4.6.5に示すように，土留め部の海側

への移動に伴い，土留め部上部工と渡版の接触部におい

て上部工側に損傷が生じ，渡版が傾斜した．また，図

-4.6.3に示すように，クレーンレール（陸側）の基礎部

とエプロンの境界部でクラック（幅2～5cm程度）が発生

している．これらの被害は縦断方向にほぼ一様に発生し

ており，その延長は約330mに渡っている（図-4.6.3参照）．

法線の海側への移動は，図-4.6.4に示すように，最大で

3.0cmとなっている．エプロン部の沈下については，図

-4.6.4に示すように，全体的に10～20cm程度発生（最大

21.3cm）しており，クレーンレール基礎部にそれほど顕

著な沈下等の変状がみられないことから，その接合部で

段差が発生している．段差の大きさは10cm前後で最大

15cmとなっている． 

地震後の2005年8月18日には，クレーンレールの軌間変

位の計測が行われた．その結果を図-4.6.6に示す．同図

では海側および陸側のレールの変位を海側への変位を正

として示している．地震の影響により陸側レールは最大

で84mm海側に変位した．また，海側レールは最大で48mm

海側に変位した．レール幅は当所計画の30mに対して最大

で63mm狭まっている（No.06）．なお，海側レールの変位

が陸側レールの変位よりも全体的に小さいのは，上述の

ように，土留め部上部工と渡版の接触部において上部工

側に損傷が生じ，土留め部の変位が100%桟橋本体に伝達

されることが無かったためであると考えられる． 

復旧は，図-4.6.7に示すように，土留め部L型擁壁の上

部コンクリートの撤去・復旧ならびに渡版の撤去・復旧，

エプロン部アスファルトのオーバーレイが行われた．復

旧前後の上部コンクリートを写真-4.6.2および写真

-4.6.3に示す． 

本岸壁では被災後に地盤調査が実施されている．ボー

リング柱状図を図-4.6.8，図-4.6.9 に示す．これらの図

から裏埋め土は上部が玉石混りの砂礫，下部は N 値が 6

前後の粗砂を主体とすることが分かる． 

 

(2) アイランドシティ地区－11m岸壁 

アイランドシティ地区-11m岸壁の全景を写真-4.6.4に，

標準断面図を図-4.6.10に，被災状況平面図を図-4.6.11

に，被災・復旧断面図を図-4.6.12にそれぞれ示す．図

-4.6.10示すように本施設は重力式（ケーソン）岸壁であ

る．本施設の設計震度は0.05である． 

本施設では岸壁法線の海側への移動が生じており，こ

れに伴い，ケーソンと裏込石の境界部において，岸壁法

線と平行にクラックが生じている．またエプロンでは沈

下が生じている．ケーソンの海側への変位は最大で 11cm

程度，ケーソンと裏込石の境界部におけるクラックは最

大で 20cm 程度，エプロンの沈下量は最大で 30cm 程度で

ある． 
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図-4.6.1 アイランドシティ地区平面図 
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写真-4.6.1 アイランドシティ地区-14m 桟橋の全景 
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図-4.6.6 アイランドシティ地区-14m 桟橋クレーンレール軌間変位計測結果（2005 年 8 月 18 日） 

 

   

写真-4.6.2 復旧前の上部コンクリートと渡版   写真-4.6.3 復旧後の上部コンクリートと渡版 
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図-4.6.8 アイランドシティ地区-14m 桟橋のボーリング柱状図①（位置は図-4.6.1参照） 
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図-4.6.9 アイランドシティ地区-14m 桟橋のボーリング柱状図②（位置は図-4.6.1参照） 
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写真-4.6.4 アイランドシティ地区-11m 岸壁の全景 
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5. まとめ 

 

2005年3月20日午前10時53分頃，福岡県の西方沖（北緯

33.739°，東経130.176°，深さ9.2km）を震源とする気象

庁マグニチュード7.0の地震が発生した．この地震では福

岡県福岡市，福岡県前原市，佐賀県みやき町で震度6弱を

記録した．消防庁災害対策本部のまとめによると，全壊

した住家は133棟，半壊した住家は244棟であり，多くの

被害が福岡県の福岡市に集中している． 

本地震により，港湾施設では博多港で被害が発生し，

主要港湾施設の被害額は 220 億円（2005 年 4 月 1 日公表）

に達した．また漁港施設では玄海島の漁港等で被害が発

生し，被害額は 88 億円（2005 年 5 月 17 日公表）に達し

た．空港施設では震源から比較的近い位置に福岡空港が

位置していたが，被害は確認されていない． 

博多港では，国有港湾施設 61 施設のうち 38 施設が被

害を受けた．被害を受けた博多港の施設は，重力式（L

型ブロック）岸壁，矢板式岸壁，直杭式横桟橋など多種

多様である．最も顕著な被害を受けた施設としては，須

崎埠頭の直杭式横桟橋（-11m），中央埠頭の重力式（L

型ブロック）岸壁（-5.5m），箱崎埠頭の矢板式岸壁（-7.5m）

などを挙げることができる． 

港湾施設の被害に関して，今回の地震で新たに得られ

た知見をいくつかまとめてみることにしたい． 

須崎埠頭の直杭式横桟橋（-11m）では，土留め部のＬ

型擁壁の海側への変位が最大 91cm にのぼったが，桟橋

本体に関しては，一部で 7cm の海側への変位が確認され

た他は目立った損傷は確認されていない．これは，土留

め部上部工と渡版の接触部において上部工側に損傷が生

じたため，Ｌ型擁壁の変位が渡版を介して桟橋に伝達さ

れることが無かったためである．すなわち，土留め部上

部工がヒューズのような役割を果たしたと考えることが

できる．1995 年兵庫県南部地震の際，神戸港の高浜桟橋

において，土留め部の海側への変位が渡版を介して桟橋

本体に伝達され，桟橋の杭に損傷が生じた状況 5）とは対

照的である．一般に直杭式横桟橋の性能設計では杭の損

傷程度をコントロールすることが求められる場合が多い

ので，上に挙げた事例は今後の直杭式横桟橋の性能設計

において参考になるものと考えられる． 

博多港では L 型ブロックを用いている施設が多いが，

今回の地震では，L 型ブロック間の目地の開きと裏埋の

流出が顕著であった．上述の須崎埠頭-11m 桟橋の土留め

部では，図-4.2.4 および写真-4.2.3 示すように 10 カ所

で L 型ブロック間の目地の開きおよび裏埋の流出が確認

されている．中央埠頭西側-10m 岸壁では，図-4.3.5 に

示すように，20 カ所以上で L 型ブロック間の目地の開き

と裏埋の流出が生じている．中央埠頭北側-5.5m 岸壁で

は，図-4.3.7 に示すように，40 カ所以上で L 型ブロッ

ク間の目地の開きと裏埋の流出が生じている．目地の開

きと裏埋の流出は，時間の経過とともにエプロン下に空

洞を生じる要因となり，地震後の施設の安全な供用に支

障をおよぼす恐れがある．今後，地震直後の供用を目的

として整備する施設の構造形式の選定に当たっては，L

型ブロック式の護岸・岸壁は目地の開きが生じやすい構

造形式であるという点に十分留意する必要がある．また，

L 型ブロックを採用する場合には，ブロックの両端部に

扶壁を設けるなど，裏埋の流出を防止するための対策を

検討する必要がある 7）． 

 さらに，今回の地震では，須崎埠頭-11m 桟橋の土留め

部において，L 型ブロック本体の貫通クラックが 2 カ所

で確認された（写真-4.2.3 参照）．過去の地震被害では，

ケーソン等の堤体が移動する事例は多かったが，堤体そ

のものが破損する事例はほとんど見られていない．今後

の設計において留意すべき事項であると考えられる． 

本地震による被害は，比較的設計震度の小さい施設が，

やや強い地震動を受けたケースとして位置付けることが

できる．本稿にとりまとめられた被害状況は，同様のケ

ースにおける港湾施設の被害状況を推定する上で参考に

なるものと考えられる．また，上述のように，被害を受

けた構造物の形式は多岐に渡っており，構造形式毎の地

震時挙動について設計者・研究者に多くの情報を提供す

るものと考えられる． 

 

（2007年5月10日受付） 
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付録 博多港における余震観測 

 

A.1 観測の目的 

博多港において発生した被害について，地区毎の被災

程度の大小の原因を明らかにするためには，地区毎の揺

れの違いを把握することが重要である．また，将来の耐

震設計に備えて，想定地震（例えば警固断層の地震）に

よる博多港の各地区の揺れを推定することも重要である．

博多港のように規模の大きい港湾では，工学的基盤面以

深の深層地盤が港湾内で一様であるとみなすことには無

理があり，工学的基盤に下方から入射する地震波も地区

毎に異なっている可能性がある．そこで，本震時の地区

毎の揺れの違いの解明と，将来の地震による揺れの推定

精度向上を目的として，余震観測を実施した． 

 

A.2 観測地点 

観測を実施した地点は，アイランドシティコンテナタ

ーミナル（管理棟，福岡市東区香椎浜3丁目25番1）およ

び博多港湾・空港整備事務所（福岡市中央区大手門

2-5-33）である．以上二点の選定理由は次の通りである．

まず，博多港に近接する地点ではすでに福岡市民会館の

敷地において防災科学技術研究所が強震観測を実施して

おり（K-NET福岡），そのデータは公開されており利用可

能である．アイランドシティはK-NET福岡からかなり離れ

ているため，地震動特性が異なる可能性が高く，また博

多港の将来的な展開において重要な地区であり，将来の

地震による揺れの推定精度を向上させる必要性が高いた

め，観測点として選定した．一方，博多港湾・空港整備

事務所は警固断層を挟んでK-NET福岡と反対側にあると

考えられるため，断層の東西における地下構造の相違が

地震動に影響を及ぼしているか調べることを意図して余

震観測点として選定した． 

 

A.3 観測機器および観測条件 

 アイランドシティーでは2階建て建物の1階床面で観測

を行っており，博多港湾・空港整備事務所では4階建て建

物の1階床面で観測を行っている．いずれも建物の長辺と

短辺に対して地震計が平行になるように設置した． 

観測には（株）アカシ製のGPL-6A3Pを使用している（シ

リアル番号はアイランドシティーが720068，事務所が

720069）．観測成分は上下・水平の計3成分，イベントト

リガー方式で観測を行い，トリガーレベルは2Galに設定

した．余震観測のため電圧信号をアンプで10倍に増幅し，

20bitのAD変換で収録している．計測可能最大振幅は約

200Galである．サンプリング周波数は100Hzとした．写真

-A.1にアイランドシティにおける地震計設置状況を，写

真-A.2に事務所における地震計設置状況を示す．観測は4

月4日に開始し，4月12日に一回目の回収，4月20日に二回

目の回収を行った．10月7日に三回目の回収を行い観測を

終了した． 

 

 

写真-A.1 アイランドシティにおける地震計設置状況 

 

 

写真-A.2 事務所における地震計設置状況 

 

A.4 観測結果 

 アイランドシティでは計164の記録が，事務所では計75

の記録が得られた．記録一覧を付録CDに示す．これらの

記録はP波，S波が時間差をおいて到来するなど地震波と

しての特徴が表れており，すべて地震によるものと判断

される．一つの記録の中に複数の地震が記録されている

場合もあるので，観測された余震の数はこれより多いこ

とになる．アイランドシティでより多くの記録が得られ

たのは，余震発生域の一つがアイランドシティに近い海

の中道付近に存在していたためと考えられる．アイラン

ドシティで得られたいくつかの記録はPS時間が短く，震 
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図-A.1 アイランドシティーとK-NET福岡（福岡市民会

館）における記録のフーリエスペクトルの比較 

 

 

図-A.2 アイランドシティーとK-NET福岡（福岡市民会

館）における記録のフーリエスペクトルの比 

 

 

 

図-A.3 事務所とK-NET福岡（福岡市民会館）における

記録のフーリエスペクトルの比較 

 

 

図-A.4 事務所とK-NET福岡（福岡市民会館）における

記録のフーリエスペクトルの比 
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源距離が小さいことを伺わせる．観測記録のうち，気象

庁の震源データと対応のついたものについては，付録CD

の記録一覧に発震時刻，震央，深さ等を示している．な

お，付録CDの記録一覧にはトリガー時刻も示しているが，

今回は観測期間中に時刻補正を実施しなかったので，ト

リガー時刻は異なるイベントを区別できる程度の精度し

かないという点に御注意いただきたい． 

観測された余震のうち，K-NET福岡で記録の得られた

余震については付録CDの記録一覧の右端の欄に○印を付

けた．これらの記録のうち，比較的震源距離の大きい2005

年7月5日5:10の余震（M4.2）と2005年9月12日20:18の余震

（M4.1）について，アイランドシティーおよび事務所の

記録とK-NET福岡の記録との比較を行う．震源距離の小

さい地震の場合，震源から複数の観測点に対して同じよ

うな地震波が放射されているとは限らないし（ラディエ

ーション係数と破壊伝播効果の影響），また震源から複数

の観測点までの距離の違いの影響も無視できなくなる．

そのため，ここでは震源距離の比較的大きい記録に注目

する． 

 これら二つの地震に対して，アイランドシティで得ら

れた記録とK-NET福岡で得られた記録のフーリエスペク

トル（水平2成分のベクトル和をとりバンド幅0.05Hzの

Parzen windowを作用させたもの）の比較を図-A.1に示す．

また，K-NET福岡の記録を分母としたスペクトル比を図

-A.2に示す．これらの地震に対し，K-NETの記録は0.6Hz

以下でSN比が良好でないと判断されたため，図では0.6Hz

以上の範囲を示している．これらの図からわかるように，

アイランドシティではK-NET福岡よりも0.6-1Hz程度の成

分は少ない傾向にあり，逆に1.3Hz程度の成分は多い傾向

にある．この傾向は地震による違いは少ない（図-A.2）．

アイランドシティの記録に見られる1.3Hz付近のピークは，

アイランドシティの観測点における地盤の固有振動数に

相当するものと考えられる．K-NET福岡ではアイランド

シティよりも0.6-1Hz程度の成分が多いことになるが，こ

れはK-NET福岡における深層地盤の影響によるものであ

る可能性がある． 

 事務所の記録とK-NETの記録について同様の比較を行

った結果を図-A.3と図-A.4に示す．図-A.4は，ちょうど

2.0Hz付近にスペクトル比の極小値があり，2.7Hz付近に

スペクトル比の極大値があることを示している．すなわ

ち，K-NET福岡（福岡市民会館）では2.0Hz程度の成分が相

対的に増幅されやすく，大手門の事務所では2.7Hz程度の

成分が相対的に増幅されやすい．福岡市における基盤岩

等深度線図1）によると，K-NET福岡は基盤岩深度が-15m

程度のところに位置しており，一方，大手門の事務所は

基盤岩深度が-10m程度のところに位置している．したが

って，両地点における卓越周波数の違いは，両地点にお

ける堆積層厚の違いによるものと考えられる． 

 博多港のように，地震活動度の低い地域で取得された

地震観測記録は貴重である．いったん取得された記録は，

適切に保存されれば，100年後の耐震設計においても活用

することができるはずである．今回得られた記録を今後

の耐震設計および研究において最大限活用していただく

ため，取得された記録のデジタルデータを付録CDに収録

している． 
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